





























商事 1924 号 4 頁以下参照。
（35）東京地裁平成 22 年 5 月 27 日判決（判時 2083 号 148 頁）参照。
―89―

















面」が掲げられていたことから（旧商法 374 の 2 ①三），「債務の履行の見込みがあること」
が会社分割の効力要件であると解されていた。これに対して，会社法では，事前開示事項
についての規定は会社法施行規則に移され，同規則の文言も「債務の履行の見込みに関す













題―会社分割法制のなかで，できる限りの手当を望みたい」金法 1924 号 41 頁以下，郡谷大輔「『会社法制
の見直しに関する要綱』を踏まえた実務の検討（4）　詐害的な会社分割における債権者の保護」商事 1982
号 15 頁以下，竹田奈穂「濫用的会社分割において法人格否認の法理の適用が否定され詐害行為取消権の行
使が認められた事例」法と政治 63 巻 4 号 229 頁以下参照。
（37）郡谷大輔 =岩崎友彦「会社法における債権者保護」相澤哲編著『立案担当者による新・会社法の解説』〔別




部の対応」土岐敦司＝辺見紀男編『濫用的会社分割』162 頁の脚注 17 及び 165 頁以下（商事法務 2013）参照。
―90―




































（40）綾克己「濫用的会社分割の分水嶺」債管 137 号 151 頁以下など参照。


























　被告新シュガーは，平成 21 年 6 月 5 日開催の臨時株主総会において，払込金額を 1株
当たり 100 円，払込期日を同年 7月 1日として合計 2万 7000 株（払込金額の合計 270 万円）
の株式を発行した。このうち，被告Ａが設立し，代表取締役を務め，事実上休眠状態となっ
ているC社に 2万 5830 株を，Dに 840 株を，E社に 330 株を，それぞれ割り当てる旨を
決議し，同年 7月 1日，その旨の募集株式の発行（以下「本件新株発行」という）を行っ










千葉商大論叢　第 56 巻　第 2号（2018 年 11 月）
〔裁判所の判断〕
　法人格否認の法理及び実質的同一性の議論に関する部分に絞って，東京地裁平成 24 年




















































































































会社と分割承継会社の実質的同一性に着目している。すなわち，福岡地裁平成 22 年 1 月






























新聞社 1973），岩﨑政明『ハイポセティカル・スタディカル租税法〔第 3版〕』40 頁以下（弘文堂 2010），酒
井克彦『ステップアップ租税法』323 頁以下（財経詳報社 2010）参照。
―96―
















































































































（45）下井隆史「判批」判時 1070 号 220 頁参照。
（46）荒木・前掲注（10），433 頁以下，菅野・前掲注（11），717 頁，水町・前掲注（11），151 頁以下参照。この辺り
の議論については，金久保・前掲注（20），25 頁以下も参照。



























（48）西谷敏「判批」法雑 32 巻 1 号 164 頁，奥山・前掲注（32），165 頁以下など参照。
（49）松岡浩「労働関係における法人格否認論と企業間の実質的同一性の理論」別冊判タ 5号 93 頁，奥山明良「親










































































記Ⅳの詐害的会社分割事案に係る東京地裁平成 24 年 7 月 23 日判決，前記Ⅴの租税滞納処











（51）片木晴彦「会社法重要判例をひもとく　第 1回　法人格否認の法理」法教 367 号 92 頁。
（52）例えば，新旧両会社の法人格の実質的同一性を否定する一方で，新会社において旧会社が営んでいたものと
同一の事業を承継しているという評価を行うことはありえよう。参考として，第一交通産業（佐野第一交通）
事件の大阪高裁平成 19 年 10 月 26 日判決参照。この問題については，菅野・前掲注（21），151 頁以下，米津・
前掲注（19），217 頁の脚注 62，本久洋一「判批」労働判例百選〔第 8版〕147 頁も参照。
（53）野田・前掲注（26），14 頁以下参照。





































解に立ち，同法理の実定法上の根拠は，会社法 3条の適用を制限するところの民法 1条 3項を始めとする何
らかの規範という以上には特定できない。
（56）この点に関する有益な論稿として，差し当たり，江頭憲治郎『会社法人格否認の法理』（東京大学出版会



























法 132 条の 2との関係で濫用に値すると評価されるリスクがある。形式上，新旧両会社の
法人格は異なるものの実質的に同一性を保持しているという実体があるのであれば，法人















（57）ここでは，株主相互金融における株主優待金の許否が争われた最高裁昭和 43 年 11 月 13 日最高裁大法廷判























格の否認」家近正直編『現代裁判法大系 17　会社法』11 頁以下（新日本法規出版 1999）も参照。
（59）高岸直樹「新設分割の方法によるいわゆる第二会社に対する法人格否認に関する一考察」地域政策研究 16
巻 4 号 51 頁以下，同「判批」税務事例 47 巻 5 号 77 頁以下参照。






　国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁決（裁決事例集未登載）は，組織再編成に係る租
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